（様式2-6）
令和　　年　　月　　日

入札参加資格要件確認書
（応募者の共通参加資格要件）

商号又は名称：

	確認事項
	応募者
確認

	①
	使用印鑑届（様式2-10）及び印鑑証明書
	

	②
	登記事項証明書又は現在事項全部証明書（いずれも写し可）
	

	③
	納税証明書（写し可）
（審査基準日直前の1年の各事業年度における以下の該当するものを提出すること。）
	-

	
	
	所轄税務署発行の法人税及び消費税・地方消費税について未納額のないことを証する書面（その1、その3、その3の2、その3の3のいずれか）
	

	
	
	所轄財務事務所の法人都道府県民税、法人事業税、地方法人特別税の納付すべき額及び納付済額を証する書面
	

	④
	損益計算書・貸借対照表（直前2年分）
	

	⑤
	地方自治法施行令（昭和22年度政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること。
	

	⑥
	会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生開始手続きの申立てがなされている者（更生手続きの開始の決定を受けている者を除く）でないこと。
	

	⑦
	民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされている者（再生手続き開始の決定を受けている者を除く）でないこと。
	

	⑧
	破産法（平成16年法律第75号）に基づく破産手続き開始の申立てをなし、又は申立てがなされている者でないこと。
	

	⑨
	廃棄物の処理および清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）に基づく罰金以上の刑に処せられていない者、又は、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなってから5年を経過している者であること。
	



	確認事項
	応募者
確認

	⑩
	阿波市建設業者指名停止措置要綱、板野町建設業者等指名停止等措置要綱及び上板町建設業者等指名停止等措置要綱の各規程に基づく指名停止期間中でないこと。
	

	⑪
	手形交換所において取引停止処分、主要取引先からの取引停止などの事実があり、経営状況が著しく不健全であると認められる者でないこと。
	

	⑫
	役員（役員として登記または届出はされていないが、事実上、経営に参画している者を含む）が、暴力的組織（計画的または常習的に暴力的不法行為を行い、又は行うおそれがある組織）、又はその構成員等と密接な交際を有し、又は社会的に非難される関係を有していると認められる者でないこと。（応募者が企業グループの場合、更生する全てのメンバー）
	


※1：本様式は、代表企業・構成員・協力企業ごとに提出すること。
※2：応募者確認欄に「✓」を入れること。
